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「衛星携帯電話の入替え」にかかる仕様書 

2014年 1月 

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター 

事務統括部 

 

１．本調達の目的と概要 

１．１．目的 

 衛星携帯電話は、災害時において自動車リサイクルシステムを安定的に継続運用するた

めの、緊急連絡手段として必要なものである。 

 現在使用している衛星携帯電話は、導入後長期間を経過したため、機器の刷新を図るもの

である。 

 

１．２．調達の範囲 

（１） 物品の調達及び納入（屋外アンテナ設置等の追加工事を除く。） 

（２） 事務手続き等一式（使用契約を含む。） 

 

１．３．納入物件 

 納入する物件の仕様は別紙の通りとする。 

 

１．４．納入場所 

 公益財団法人自動車リサイクル促進センター（以下、「本財団」という。）内の指定する場

所とする。 

 

２．責任の所在 

２．１．保証 

 本調達に係るすべての納入物品の稼動・保守については、物品の製造者の如何に関わらず、

当該物件の売主が一切の責任を負うこと。 

（１） 動作保証 

当該物件の売主は、納入した機器及びソフトウェアについては要求仕様を満

たす状態で、正常稼動させること。 

（２） 不具合に対する保証 

本番稼動前において、以下のような事項が発生した場合は、当該物件の売主

の責任において代替機への交換等を行い、正常稼動させること。 

① 機器の障害、不具合 

② 搬入作業における過失 
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２．２．秘密の保持 

 当該物件の売主は、本調達において、本財団が提供する資料について、外部に漏洩しない

よう、本財団の承認を得た上で、厳格に管理すること。 

 また、提供された資料は、作業完了後、本財団に確実に返却するとともに、確実にすべて

を返却したことを証する資料を、導入作業に係る報告書等の一部として提出すること。 

 なお、個人情報の取扱いの詳細については、「個人情報保護に関する基本方針」（ホームペ

ージに掲載）に従うこと。 

 

２．３．所有権等 

（１） 本件に係り、作成・変更・更新されるドキュメント類及びプログラムの著作権

は、原則として本財団に帰属する。 

（２） 本件に係り、作成・変更・更新されるドキュメント類及びプログラム等に第三

者が権利を有する著作物が含まれる場合、当該物件の売主は当該著作物の使用

に必要な費用負担や使用許諾契約に係る一切の手続きを行うこと。この場合は、

事前に本財団へ報告し、承認を得ること。 

（３） 本件に係り、第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合には、

当該物件の売主、負担において一切を処理すること。 

 

３．導入計画 

 落札から 2014年 4月 1日の稼動開始までの導入計画書を作成し、本財団の承認を得るこ

と。 

 

４．支払方法 

 検収の後、請求書受領日の属する月の翌月末までに指定の銀行口座に全額支払う。 

 

５．その他 

 ・通信契約については、別途協議することとし、入札時には参考価格を提示すること 

 ・衛星携帯電話の使用開始日は 2014年 4月 1日となるため、入札金額の消費税は 8%と

すること 
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＜別紙＞ 

１．機器 

  全ての機器は同一機種とし、出荷前検査を行った新品を納入すること。 

 

１．１．機器のスペック等 

  Iridium Extreme標準セット又は同等品とし、以下の要件を満たすこと。 

 

（１） 本体：衛星携帯イリジウム 

（衛星通信、SMS機能、データ通信が使用できること） 

（２） アンテナ：受信機と一体型 

（３） 重量（バッテリー込み）：247g以下 

（標準アンテナ、SIMカード含む） 

（４） サイズ：約 560mm×140mm×27mm以下(アンテナ収納時) 

（５） バッテリー：専用バッテリー(本体に取り付け済) 

（連続通話時間３時間以上及び連続待受時間３０時間以上） 

（６） 防水：IPX５等級以上の防水性能 

（７） 画面表示言語：日本語表示できること 

（８） 付属品：ＡＣ／ＤＣアダプタ、シガーライターアダプタ、変換プラグセット 

イリジウム用補助アンテナ、ミニＵＳＢケーブル、充電器 

（９） 情報セキュリティ確保：端末内等のソフトウェアについては、セキュリティ上

の問題やソフト上のバグが見つかっていない最新版を導入すること。 

（10）その他：衛星携帯イリジウムにおいては、ＫＤＤＩ株式会社への登録、 

   及び、ＳＩＭカード購入、並びに、国内のみの使用となるため、 

   総務省包括免許である技術適合検査を済ませた端末であること。 

 

１．２．機器の数量 

  11セット 

 

２．導入支援 

納品後、本財団の職員に対し、取扱い方法についての説明を行うこと。また、必要に応

じて簡易マニュアルを提供すること。 

 


